
事業報告附属明細書（事業別報告） 

 

法人運営事業 

法人運営事業（６５，５２５，３１３円） 

（１）主な収支状況 

 市補助金（運営補助金）                 ５３，９８３，０００円〈収〉 

 会費（団体会員５６件、個人会員１，１４５件、賛助会員２２件） ５３３，５００円〈収〉 

 バナー広告掲載料                        １５，０００円〈収〉 

 ホームヘルプサービス事業から繰入             ２，４５０，０００円〈収〉 

 共同募金配分金事業（地域助成金）から繰入         ２，４７７，６４２円〈収〉 

 法人後見事業から繰入                     ３４２，７８８円〈収〉 

 一般職員、嘱託職員等人件費               ６２，４８２，７６１円〈支〉 

 事務所使用料                         ３６５，９１５円〈支〉 

 （別に、他の事業から支出。事務所使用料の総金額は２，９２７，３１９円） 

 社協だより「いきいき」発行費                 ４５５，０７０円〈支〉 

 （別に、他の事業から支出。社協だより発行費の総金額は２，２７５，３５０円） 

 給与明細配信システム導入費用                 １４１，２４０円〈支〉 

 その他法人運営にかかる事務費等              ２，０８０，３２７円〈支〉 

（２）職員構成（令和７年３月３１日現在） 

 ▽部署別 

部署名 人数 

常務理事 １  

事務局長兼センター長 １  

事務局次長 ２  

センター次長 １  

総務係 ２  

地域福祉係 ３  

生活支援係（ヘルパー、生活支援員を含む） ３７  

地域包括支援センター １３  

合  計 ６０  

 ▽区分別 

区分名 人数 

市派遣職員 １  

一般職員 １５  

嘱託職員 １２  

非常勤職員 ３２  

合  計 ６０  

（３）会員加入状況 

区分 加入数 会費（年額） 

個人会員 １,１４５名 ３００円 

団体会員 ５６団体 ３,０００円 

賛助会員 ２２件 １口 １,０００円 



（４）固定資産物品取得状況 

 ▽固定資産物品取得件数 ０件 

（５）物品貸出状況 

貸出物品 貸出数量 貸出物品 貸出数量 

車いす ２９０ 白杖  １５ 

高齢者疑似体験グッズ   ７ 楽器セット   ０ 

視覚障がい者疑似体験キット   ０ モルック   ８ 

アイマスク  ２０ プロジェクター  １６ 

点字器  ５０ ワイヤレスアンプ   ３ 

（６）情報公開・個人情報保護の状況 

 ▽情報公開請求件数 ０件 

 ▽保有個人データの開示等請求件数 ０件 

 ▽個人データの第三者提供件数 １件（法人後見事業１件） 

（７）苦情受付状況 

 ▽苦情受付件数 ０件 

（８）監査・調査状況 

監査・調査名 実施日 実施者 

地域包括支援センター事業評価 ５月９日 橿原市福祉部長寿介護課 

労働条件に関する調査 ５月１３日 葛城労働基準監督署 

福祉サービス利用援助事業（日常

生活自立支援事業）書類等預かり

サービスの現地調査 

１２月１３日 奈良県運営適正化委員会 

令和６年度社会福祉法に基づく指

導監査 
１２月２６日 橿原市福祉部福祉総務課 

（９）研修生・実習生等受入状況 

 ▽研修生・実習生等受入件数 ０件 

（１０）後援等の状況 

 ▽後援 

催  名 主催 日程 

全国障害者問題研究会第５８回大会奈良

２０２４ 
全国障害者問題研究会 令和６年８月３日、４日 

人生１００年時代をいきいき過ごすセミ

ナー 
一般社団法人奈良県健康

生きがいづくり協議会 
令和６年９月１４日、２

１日、２８日 

第６回橿原地区医師会市民公開講座～認

知症とフレイルを考える～ 

一般社団法人橿原地区医

師会 

令和６年１０月１９日 

第２１回高齢者・障がい者権利擁護の集

い 

日本弁護士連合会、奈良弁

護士会、近畿弁護士連合会 

令和６年１１月２９日 

令和６年度第４５回奈良県保育研究大会 奈良県保育協議会 令和６年１２月７日 

わたぼうしコンサート 橿原市身体障害者福祉協

会 

令和６年１２月７日 

講演会「認知症のある方が住み慣れた地

域で安心して暮らしていくために」 

橿原市地域包括ケアシス

テム連絡会 

令和７年１月２８日 



令和６年度奈良県児童福祉施設連盟第２

７回音楽交流会 “アート・コミュニケ

ーション”２０２５ 

奈良県児童福祉施設連盟 令和７年２月１５日 

おしゃべりサロン「えがお」 傾聴ボランティアえがお 令和７年４月１５日、５

月１５日、６月１５日、

７月１５日、９月１５

日、１０月１５日、１１

月１５日、１２月１５

日、令和８年１月１５

日、２月１５日、３月１

５日 
きょうされん第４８回全国大会 in 奈良 きょうされん 令和７年１０月１７日、

１８日 

 ▽全国社会福祉協議会「福祉救援活動資金援助制度」への拠金 ２０，０００円 

（１１）令和６年能登半島地震の復興支援活動 

 ▽義援金活動状況 

内  容 金額 

令和６年能登半島地震災害義援金の受付（４月１日～９月３０日、１１月２４日） ４,２９４円 

（１２）その他 

 ▽社協だより「いきいき」の発行 

   第７３号（令和６年７月）、第７４号（令和６年１０月）、第７５号（令和７年１月）、第７６号（令

和７年４月）を発行（「広報かしはら」に折込）する。 

 ▽ホームページや SNS による情報発信 

   社協ホームページ https://kashi-syakyou.or.jp/ 

   社協インスタグラム kashiharasyakyou 

 ▽一般職員採用試験の実施 

   令和６年７月１日採用に向けて介護福祉士１名を再募集する。（採用者１名） 

    第１次試験日 ３月２３日～４月３日 

    第２次試験日 ５月１５日 

 ▽職場内研修の実施 

   ハラスメント研修（動画研修（６月２８日～７月１９日）） 

   男女共同参画職員研修・人権問題研修（動画研修（７月３日～７月３１日）） 

   接遇・クレーム対応研修（動画研修（１１月２７日～１２月２７日）） 

   安全運転講習（動画研修（１月１４日～１月３１日）） 

 ▽奈良県いっせい地震行動訓練に参加（７月９日） 

 ▽消防訓練の実施 

   消防訓練（消火訓練）の実施（８月２８日） 

   消防訓練（避難訓練）の実施（２月１９日） 

 ▽健康診断の実施 

   ストレスチェック（９月１７日～９月３０日）２７名受検 

   VDT 健康診断（１１月２１日）５名受診 

   定期健康診断（１月１５日）５１名受診 



 ▽感謝状の贈呈 

   社会福祉の増進に尽力し、その功績が顕著な社協会員等に感謝状を贈呈する。 

   感謝状贈呈日 １１月３日 

   感謝状被贈呈者 ４３名、３団体 

 ▽第１次中期経営計画（令和７年度～令和１０年度）の策定（３月） 

   社協の経営の持続化と安定化を図っていくため、社協の使命や理念、基本方針等を明確にし、

その実現に向けた組織体制、人材、財務、事業展開等に関する取組を明示した「橿原市社会福祉

協議会第１次中期経営計画」を策定する。 

 

役員会等事業（１２１，６５５円） 

（１）主な収支状況 

 共同募金配分金事業（地域助成金）から繰入     １２１，６５５円〈収〉 

 理事会・評議員会等の開催にかかる事務費      １２１，６５５円〈支〉 

（２）理事会・評議員会・運営委員会開催状況 

区  分 回数 議案件数 延出席者数 

社会福祉協議会理事会（決議の省略を含む） ５ ２１ 
７２ 

（監事含む） 

社会福祉協議会評議員会（決議の省略を含む） ３  ６ 
４０ 

（理事・監事含む） 

橿原市共同募金委員会運営委員会 ２  ２ 
２８ 

（監事含む） 

（３）委員会等開催状況 

区  分 回数 延出席者数 

社会福祉協議会監査 １  ３ 

評議員選任・解任委員会（決議の省略を含む） ２  ９ 

職員採用試験委員会 ２  ７ 

感謝状贈呈審査委員会 １  ４ 

職員衛生委員会 ２ １６ 

感染対策委員会 ２ １４ 

虐待防止検討委員会 １  ８ 

身体拘束適正化検討委員会 １  ８ 

橿原市共同募金委員会監査 １  ３ 

橿原市共同募金委員会審査委員会 ２ ２２ 

  ※監査及び評議員選任・解任委員会については、出席理事数を含む。 

（４）役員等研修状況 

 ▽理事・監事・評議員合同研修会 

開催日 内  容 参加者数 

９月３０日 

（第１部） 

 講演 知って安心！成年後見制度 

 講師 原田司法書士事務所 代表 原田
は ら だ

敏徳
としのり

 氏 

（第２部） 

 講演 「飛鳥・藤原の宮都」の世界遺産登録を目指して 

 講師 橿原市世界遺産登録推進課 課長補佐 横関
よこぜき

明世
あ き よ

 氏 

２５ 



 

地域福祉活動支援事業 

地域福祉活動支援事業（１７，１２３，６５９円） 

（１）主な収支状況 

 共同募金配分金事業（地域助成金）から繰入           ６５３，２４２円〈収〉 

 共同募金配分金事業（地域歳末たすけあい助成金）から繰入  １，９１２，１７２円〈収〉 

 善意銀行運営事業から繰入                   ８１４，４１４円〈収〉 

 地域福祉基金運営事業から繰入               １，５８５，８６９円〈収〉 

 地域活動積立資産の取崩                  ８，０００，０００円〈収〉 

 小学校区地域福祉推進委員会への助成金           ４，０６５，４１４円〈支〉 

 事務所使用料                          ７３，１８３円〈支〉 

 広報・啓発費用                        ４５５，０７０円〈支〉 

 その他地域福祉推進のための事業費・事務費           ３００，７７２円〈支〉 

 公益事業（介護予防支援事業）に繰出           １２，２２９，２２０円〈支〉 

（２）各小学校区地域福祉推進委員会活動の支援 

 ▽各小学校区において地域福祉活動の中心となり、その充実が橿原市における地域福祉の発展に寄

与することから、地域福祉推進委員会の運営及び活動に対して助成し、支援する。また、地域住

民同士がつながり、支え合い、助け合うことができるよう、地域の交流を促進するとともに、そ

の参加者から次世代の担い手の育成を図る。 

 ▽地域福祉推進委員会と自治会、民生委員・児童委員、地域住民等との連携を進めながら、日々の

生活の中で異変に気付いた場合に、関係団体や専門機関に相談・連絡するといった“緩やかな見

守り”を推進する。 

 ▽より多くの住民の関心を高めるとともに、次世代の担い手の発掘と育成を図るため、地域福祉推

進委員会の情報発信力の向上を支援する。 

 地域福祉推進委員会スキルアップ講座実施状況 

開催日 内  容 参加者数 

１１月３０日 
内容 集まる楽しいチラシの作り方 

講師 グラフィックデザイナー 杉井
す ぎ い

江里亜
え り あ

 氏 
２８ 

（３）市地域福祉推進連絡協議会との連携 

 ▽市内１５小学校区の地域福祉推進委員会等で組織する市地域福祉推進連絡協議会との連携により、

校区間の情報の共有を図り、地域福祉ネットワークを構築する。 

 橿原市地域福祉推進連絡協議会実施状況 

開催日 内  容 参加者数 

７月１８日 

議題 （１）橿原市地域福祉推進連絡協議会規約の一部改正（案）に

ついて 

   （２）役員の選任について 

   （３）令和５年度事業報告及び収支決算について 

   （４）令和６年度事業計画（案）及び収支予算（案）について 

１８ 



２月２６日 

研修会 みんなで助け合い・支え合える地域づくりについて 

    ～第５期地域福祉推進計画の目標達成に向けた手法・取組～ 

講 師 天理大学人文学部社会福祉学科 教授 渡辺
わたなべ

一城
かずくに

 氏 

情報交換会 地域福祉活動の実践報告について 

２７ 

（４）コミュニティ自動車の貸与 

 ▽地域福祉推進委員会が実施する活動や取組等への利用者の送迎のため、社協の車両をコミュニテ

ィ自動車として貸与する。 

 利用状況 

車  種 貸与団体数 貸与日数 延利用者数 

キャラバン（１０人乗り） ３ ６３ １,０４０ 

（５）出前講座実施状況 

 ▽地域福祉の周知啓発を図るため、出前講座を開催する。 

開催日 テーマ 対象者 参加者数 

４月２６日 つながり・支え合う地域づくり 鴨公まほろばふれあいサロン ３６ 

 

見守り活動支援事業 

見守り活動支援事業（１，４３８，８８６円） 

▽見守り活動支援事業 

  住み慣れた地域や家庭で安心して生活できるよう、民生委員・児童委員が実施する一人暮らし高

齢者等の見守りや安否確認等を目的とした見守り活動を支援する。 

  実施団体数 ６団体   利用者数 １，６５５名   延利用者数 １９，７０２名 

▽ふれあい電話訪問サービス事業 

  高齢者に対し、ふれあい（話し相手や見守り等）のため、ボランティアによる電話訪問を行う。 

  実施日 火曜日（午前１０時～午後３時）、金曜日（午前１０時～正午）※第５週目を除く 

  登録ボランティア数 １７名   協力ボランティア数 延３６６名 

  利用者数 ４２名        電話訪問件数 延１，５４８件 

（１）主な収支状況 

 共同募金配分金事業（地域歳末たすけあい助成金）から繰入   １，４３０，８８６円〈収〉 

 善意銀行運営事業から繰入                      ８，０００円〈収〉 

 見守り活動にかかる事業費                  １，４３０，８８６円〈支〉 

 ふれあい電話訪問サービスにかかる事業費               ８，０００円〈支〉 

 

ふれあいサロン事業 

ふれあいサロン事業（４，７６２，２３３円） 

▽住み慣れた地域でいきいきとした生活を送ることができるよう、６５歳以上の人を対象に、地区公

民館等で体操や手芸などをメニューとした住民主体のサロン活動を支援し、閉じこもりや心身機能

の低下、要介護状態等への進行を予防する。 

（１）主な収支状況 

 市受託金                   ４，７６２，２３３円〈収〉 

 ふれあいサロン活動のための助成金       ４，２８０，０９７円〈支〉 



 広報・啓発費用                  ２２７，５３５円〈支〉 

 その他事務費                   ２５４，６０１円〈支〉 

（２）ふれあいサロン実施状況（於：各地区公民館等） 

地区名 名  称 回数 延利用者数 開催日時 

真 菅 ますげいなほ会  ２５ ５０９
第 2・第 4 土曜日 

午前 9 時 30 分～午前 11 時 30 分 

今 井 今井校区ふれあいサロン  ２２ ４００
第 2・第 4 土曜日 

午前 9 時 30 分～午前 11 時 30 分 

新 沢 新沢地区ふれあいサロン  ２０ ３８０
第 2・第 4 火曜日 

午後 1時～午後 3時 

香久山 香久山地区ふれあいサロン  ３６ １,０１４
第 1・第 3・第 4土曜日 

午後 1時～午後 3時 

晩 成 晩成ふれあいサロン  ３８ １,４９５
木曜日（第 5木曜日を除く） 

午後 1時 30 分～午後 3 時 30 分 

畝傍南 畝傍南ふれあいサロン  ２１ ８０２
第 2・第 4 水曜日 

午後 1 時 30 分～午後 4時 

畝傍北 畝傍北ふれあいサロン  ２２ ９９２
第 1・第 3 木曜日 

午後 1 時 30 分～午後 4時 

白 橿 サロンしらかし広場  ４１ １,７７６
火曜日（第 5火曜日を除く） 

午後 1時～午後 3時 

耳 成 ふれあいサロン耳成  １７ ５５７
月 1回開催 

開催ごとに異なる 

耳成南 
耳成南ふれあいサロン 

～イトヤキ会～ 
 ２２ ７７８

第 2・第 4 土曜日 

午前 9 時 30 分～午前 11 時 30 分 

真菅北 真菅北ひまわりサロン  ２３ ６９２
第 2・第 4 火曜日 

午後 1時 30 分～午後 3 時 30 分 

鴨 公 
鴨公まほろばふれあい 

サロン 
 ２０ ５１１

第 2・第 4 金曜日 

午前 10 時～正午 

合  計 ３０７ ９,９０６  

（３）ふれあいサロンネットワーク会議実施状況 

開催日 内  容 参加者数 

７月１日 
令和６年度ふれあいサロン事業について 

ふれあいサロンカフェ～聴いて、話して、つながろう～ 
２８ 

２月１７日 

サロンカフェ実施地区より実践報告 

「ふれあいサロン専用 LINE」の登録及び活用について 

意見交換会 

２３ 

 

生活支援体制整備事業 

生活支援体制整備事業（１，７７１，０００円） 

（１）主な収支状況 

 市受託金                   １，７７１，０００円〈収〉 

 人件費                    １，６７９，４６８円〈支〉 

 広報・啓発費用                   ５６，８８３円〈支〉 

 生活支援サービスの体制づくりのための事業費     ３４，６４９円〈支〉 



（２）生活支援体制整備事業（第１層） 

 ▽かしはら街の介護相談室（第２層）及び地域包括支援センター（第２層）の生活支援コーディネ

ーターとの連携を図り、地域の現状や課題を地域住民や関係団体等と共有するとともに、解決に

向けた話し合いのため、日常生活圏域で開催される「生活支援地域ケア会議」に参加する。 

 実施状況 

名  称 回数 延参加者数 備  考 

生活支援地域ケア会議 ３０ ４３４ 
かしはら街の介護相談室・地域包括

支援センター開催 

  ※生活支援体制整備事業（第２層）は、令和６年１０月１日に、かしはら街の介護相談室から地

域包括支援センターに移行 

 ▽地域包括支援センター（第２層）の生活支援コーディネーターとの連携を図り、高齢者にとって

日常生活に役立つ地域資源に関する情報を整理したリストやマップを作成・更新し、地域住民へ

の周知や活用促進を図る。 

   ・買い物支援サービス実施店 

   ・高齢者の地域の居場所 

   ・訪問理美容店舗 

 

ボランティア推進事業 

ボランティア推進事業（１，６３３，３３６円） 

（１）主な収支状況 

 共同募金配分金事業（地域助成金）から繰入     ３７１，４２９円〈収〉 

 ボランティア活動保険加入             ９８９，１５０円〈収〉 

 ボランティア活動保険掛金             ９８９，１５０円〈支〉 

 南都・松下等基金積立金ボランティア活動助成金   １９４，７００円〈支〉 

 広報・啓発費用                  ２２７，５３５円〈支〉 

 その他事業費・事務費               ２２１，９５１円〈支〉 

（２）災害ボランティアセンターの取組状況 

 ▽「災害ボランティアセンター設置・運営マニュアル」に基づき、災害発生時にセンターの円滑な

設置ができるよう、災害ボランティアセンター設置・運営訓練を実施する。 

 災害ボランティアセンター設置・運営訓練実施状況 

開催日 内  容 参加者数 

１０月２０日 大規模地震の発生を想定した訓練 ５６ 

 ▽災害ボランティアセンターの周知啓発を図るため、「橿原市・橿原市自治委員連合会合同防災訓

練」に参加する。 

 実施状況 

開催日 内  容 場所 

１１月２４日 災害ボランティアセンターの啓発パネル展示 橿原運動公園 

（３）福祉教育の推進 

 ▽小・中・高等学校に対する出前講座の実施や、児童・生徒によるボランティア活動の実践を通じ

て福祉教育を推進することにより、社会福祉への理解と関心を深める。 



（４）保険取扱状況 

 加入状況 

保険種別 件数 加入者数 金額（円） 

ボランティア活動保険 ２０３ ２,６４１ ９８９,１５０ 

ボランティア行事用保険 ２１０ ９,７４６ ２７９,５９４ 

福祉サービス総合補償 ３ 延３６７ １５,６０７ 

送迎サービス補償 － － － 

社協の保険 １ ２５ ３１３,９９６ 

ふれあいサロン・社協行事傷害補償 ８ 延７,９４８ ２１４,５９６ 

合  計 ４２５  １,８１２,９４３ 

 事故発生状況 

保険種別 件数 事故内容 

ボランティア活動保険 ３ けが３件 

ボランティア行事用保険 １ けが１件 

合  計 ４  

 

共同募金配分金事業 

共同募金配分金事業（９，５０８，０２６円） 

▽歳末施設訪問 

  地域歳末たすけあい助成金、善意銀行への指定寄付及び障がい者等支援基金積立資産の一部を財

源に、市内高齢者施設及び障がい者施設に歳末見舞金として配分する。また、配分先の施設の利用

者に対し、年末のご挨拶として動画メッセージを送付する。 

 歳末見舞金 

 施設名 配分額（円） 

高
齢
者
施
設 

橿原園 ７０,０００ 

かなはし苑 ７０,０００ 

桃寿園 ７０,０００ 

香久山インパレス ７０,０００ 

橿原の郷 ７０,０００ 

ぽれぽれケアセンター白橿 ３５,０００ 

バンデ（絆） ７０,０００ 

花橿 ３５,０００ 

リンク橿原 ３５,０００ 

ケアステージみみなし ３５,０００ 

万葉テラス ３５,０００ 

大和三山 ３５,０００ 

鷺栖の里 ３５,０００ 

障
が
い
者
施
設 

あさひの ５０,０００ 

たけのこ園 ５０,０００ 

友の室 ５０,０００ 

ステップあすか ５０,０００ 

生活支援センターはるかぜ ５０,０００ 

スクラム ５０,０００ 

合  計 ９６５,０００ 

  ※地域歳末たすけあい助成金５１５，０００円、善意銀行への指定寄付４３３，７３８円、障が

い者等支援基金積立資産１６，２６２円を活用 



（１）主な収支状況 

 地域助成金                  ５，６４９，９６８円〈収〉 

 地域歳末たすけあい助成金           ３，８５８，０５８円〈収〉 

 地域助成金の配分（自治会、民協等）      ２，０２６，０００円〈支〉 

 歳末見舞金として配分               ５１５，０００円〈支〉 

 各事業に地域助成金の繰出           ３，６２３，９６８円〈支〉 

 各事業に地域歳末たすけあい助成金の繰出    ３，３４３，０５８円〈支〉 

 

生活福祉資金貸付事業 

生活福祉資金貸付事業（３，６９０，０００円） 

▽生活福祉資金貸付事業 

低所得者世帯や高齢者世帯、障がい者世帯等の生活を経済的に支え、在宅福祉の充実や社会参加

の促進を図ることを目的に、生活福祉資金の相談や貸付を行う。 

（１）主な収支状況 

 県社協受託金                 ３，６９０，０００円〈収〉 

  内訳 生活福祉資金貸付等事務受託金       ３，６７０，０００円 

     臨時特例つなぎ資金貸付等事務受託金       ２０，０００円 

 人件費                    ２，３６９，７５０円〈支〉 

 民生委員への生活福祉資金活動費用弁償       ３１５，０００円〈支〉 

 事務所使用料                   ２９２，７３２円〈支〉 

 広報・啓発費用                  １１３，７６８円〈支〉 

 非常通報装置の設置                 ６２，０４０円〈支〉 

 その他事務費                   ５３６，７１０円〈支〉 

（２）生活福祉資金相談状況 

 相談件数  ２４５件 

       内訳 総合支援資金５件（生活支援費５件、住宅入居費０件、一時生活再建費０件）、 

          教育支援資金２５件、福祉資金４４件、不動産担保型生活資金２件、 

          緊急小口資金６４件、臨時特例つなぎ資金２件、その他１０３件 

（３）生活福祉資金貸付状況 

資金種別 件数 貸付金額（円） 

１．生活支援費 － － 

２．住宅入居費 － － 

３．一時生活再建費 － － 

４．教育支援資金 １０ ５,３３９,０００ 

５．福祉資金 ４ ５１１,０００ 

６．不動産担保型生活資金 － － 

７．緊急小口資金 ３１ ２,６３２,０００ 

８．臨時特例つなぎ資金 ２ ２００,０００ 

合  計 ４７ ８,６８２,０００ 



▽奈良県フードレスキュー事業 

  生活に窮迫した相談者に対して、寄り添い、安心・安定した生活に向けた相談支援につなげてい

けるよう、一時的に食料品の提供を行う。 

  利用者数  １名 

  支援食品数 ２３個（レトルトご飯、缶詰、レトルトカレー、インスタントみそ汁） 

 

善意銀行運営事業 

善意銀行運営事業（１，５７１，４６８円） 

（１）主な収支状況 

 寄付金                      ５３２，０３４円〈収〉 

 歳末見舞金の一部として払出し           ４３３，７３８円〈支〉 

 子どもの発達支援のため払出し           ３１５，３１６円〈支〉 

 前年度の寄付金を目的に沿って各事業に繰出     ８２２，４１４円〈支〉 

（２）善意銀行運営状況 

区分 事  項 件数 金額（円） 

収入の部 

１．一般寄付 ４４ ３７１,０３４ 

２．指定寄付 １５ １６１,０００ 

 
（１）地域福祉のために 

（２）障がい者のために 

７ 

８ 

４,０００ 

１５７,０００ 

３．受取利息  ９０７ 

４．前年度からの繰越金  １,５７１,４６８ 

合  計 (Ａ)  ２,１０４,４０９ 

支出の部 

１． 歳末見舞金の一部として払出  ４３３,７３８ 

２． 子どもの発達支援のため払出  ３１５,３１６ 

３． 各事業に払出  ８２２,４１４ 

 
（１）地域福祉活動支援事業 

（２）見守り活動支援事業 
 

８１４,４１４ 

８,０００ 

合  計 (Ｂ)  １,５７１,４６８ 

差引合計 (Ａ)－(Ｂ)  ５３２,９４１ 

  ※差引合計５３２，９４１円については、令和７年度へ繰越 

 

地域福祉基金運営事業 

地域福祉基金運営事業（１，５８５，８６９円） 

（１）主な収支状況 

 地域福祉基金積立資産の運用利息           ８５，８６９円〈収〉 

 地域福祉基金積立資産の取崩          １，５００，０００円〈収〉 

 地域福祉活動支援事業に繰出          １，５８５，８６９円〈支〉 

（２）地域福祉基金積立資産運営状況 

                                                  （単位：円） 

積立資産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

定期預金 ９３,６２３,６５２ ０ ３１,５００,０００ ６２,１２３,６５２ 

国債 ０ ３０,０００,０００ ０ ３０,０００,０００ 

合  計 ９３,６２３,６５２ ３０,０００,０００ ３１,５００,０００ ９２,１２３,６５２ 



 

障がい者等支援基金運営事業 

障がい者等支援基金運営事業（２７４，２６２円） 

（１）主な収支状況 

 障がい者等支援基金積立資産の取崩         ２５０，０００円〈収〉 

 障がい者等地域活動団体への助成金         ２５８，０００円〈支〉 

 歳末見舞金の一部として助成             １６，２６２円〈支〉 

（２）障がい者等支援基金積立資産運営状況 

                                                  （単位：円） 

積立資産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

定期預金 ２８,１９０,０００ ０ ２５０,０００ ２７,９４０,０００ 

合計 ２８,１９０,０００ ０ ２５０,０００ ２７,９４０,０００ 

（３）障がい者等地域活動団体の支援 

 ▽障がい者団体の地域における事業活動やその運営に対して助成し、支援する。 

団体名 助成事業の内容 助成金額（円） 

アンクルン音楽クラブ con brio 障害児・者の音楽余暇活動 ８５,０００ 

スノーキャンパス 
発達障害・知的障害のある子どもの余

暇支援 
１００,０００ 

高齢聴覚障がい者の集い「すみれの会」 高齢聴覚障がい者の交流・ふれあい ７３,０００ 

 

法人後見事業 

法人後見事業（５７０，０００円） 

▽認知症高齢者や知的障がい者、精神障がい者など、判断能力が不十分な人に対し、社協が成年後見

人等となり、成年被後見人等の財産管理や身上保護を行い、その権利を擁護する。 

（１）主な収支状況 

 成年後見人等報酬費用助成金            ５７０，０００円〈収〉 

 広報・啓発費用                  １１３，７６８円〈支〉 

 権利擁護・成年後見システム利用料          ９１，９６０円〈支〉 

 その他事業費・事務費                ２１，４８４円〈支〉 

 法人運営事業に繰出                ３４２，７８８円〈支〉 

（２）実施状況 

 受任件数  ２件（後見２件、保佐０件、補助０件）（令和７年３月３１日現在） 

 受任状況  新規件数 ０件 

       終了件数 ０件 

 相談状況 

内  容 件数 

成年後見制度について ３ 

申立て等について ０ 

合  計 ３ 



（３）成年後見講座実施状況 

 ▽地域住民等への啓発の場として、成年後見制度に関する理解を深めてもらうための講座を開催す

る。 

開催日 内  容 参加者数 

１１月２１日 

内容 成年後見制度の概要とその利用例について 

講師 法テラス南和法律事務所 

    弁護士・社会福祉士 大野
お お の

邦明
くにあき

 氏 

２０ 

 

日常生活自立支援事業 

日常生活自立支援事業（１，５４１，１６０円） 

▽認知症高齢者や知的障がい者、精神障がい者など、判断能力が不十分な人の権利を擁護するととも

に、福祉サービスの利用援助や日常生活の相談、金銭管理などの援助を行うことで、地域で安心し

て生活ができるよう支援する。 

（１）主な収支状況 

 県社協受託金                 １，２０９，０００円〈収〉 

 利用者負担金                   ３３２，１６０円〈収〉 

 嘱託職員、生活支援員人件費            ８１９，１９８円〈支〉 

 広報・啓発費用                  ２２７，５３５円〈支〉 

 権利擁護・成年後見システム利用料         １８３，９２０円〈支〉 

 その他事業費・事務費               ３１０，５０７円〈支〉 

（２）実施状況 

 契約者数  ２８名（令和７年３月３１日現在） 

 契約状況  新規件数 ６件 

       終了件数 ８件 

 支援時間数 ３８８時間 

 相談援助件数（利用者に関する相談） ３７７件 

 相談状況 

内  容 件数 

制度・事業について  ２ 

初回相談  ８ 

合  計 １０ 

 

訪問介護事業 

訪問介護事業（２７，３５９，１６９円） 

▽要介護者へのホームヘルプサービス 

  要介護状態にある高齢者等（利用者）が可能な限りその居宅において、その有する能力に応じ自立

した日常生活を営むことができるよう、入浴、排せつ、食事の介護その他の生活全般にわたる援助を

行う。 

▽要支援者へのホームヘルプサービス 

  要支援状態にある高齢者等（利用者）が可能な限りその居宅において、要支援状態の維持・改善と、



要介護状態への予防をし、自立した日常生活を営むことができるよう、入浴、排せつ、食事の介護そ

の他の生活全般にわたる援助を行う。 

（１）主な収支状況 

 介護保険収入                １４，６１８，３４５円〈収〉 

 総合事業収入                 ７，５４４，５２１円〈収〉 

 利用者負担金（要介護）            １，６５２，９４５円〈収〉 

 利用者負担金（要支援）              ９５８，７５５円〈収〉 

 障害福祉サービス事業から繰入         ２，３２９，０７３円〈収〉 

 一般職員、嘱託職員、ヘルパー人件費     ２５，４３３，５４０円〈支〉 

 事務所使用料                   ２９２，７３２円〈支〉 

 広報・啓発費用                  １１３，７６８円〈支〉 

 訪問介護システム利用料               ９２，４００円〈支〉 

 その他事業所運営にかかる事業費・事務費    １，４２６，７２９円〈支〉 

（２）サービス提供（訪問介護）状況 

 活動者数 利用者数 生活援助（時間） 身体生活（時間） 身体介護（時間） 

４月  ２５  ３３ １８０.５ ２０４  ９８.５ 

５月  ２４  ３２ １９４.５ １８１.５ １１９.５ 

６月  ２４  ３４ １５６.５ １５９ １０８ 

７月  ２１  ３０ １２５ １８５.５ １２３ 

８月  ２０  ２９ １２２.５ １８３ １０４.５ 

９月  １９  ２５  ６７ １７９.５ １０１.５ 

１０月  １９  ２７  ８３.５ ２０１ １２８.５ 

１１月  １８  ２７  ６５ １６９.５ １１６ 

１２月  １７  ２６  ７４.５ １７１.５ １１２.５ 

１月  １８  ２６  ７０.５ １６６.５ １０９ 

２月  １８  ２６  ７２.５ １４５  ９５ 

３月  １８  ２６  ６６.５ １３９.５ １０１ 

合計 ２４１ ３４１ １,２７８.５ ２,０８５.５ １,３１７ 

（３）サービス提供（第一号訪問）状況 

 活動者数 利用者数 活動時間（時間） 

４月  ２４  ４０ １９９ 

５月  ２３  ４０ ２０３ 

６月  ２４  ４２ １７８.５ 

７月  ２４  ４０ １９８ 

８月  ２４  ４１ １８６.５ 

９月  ２４  ４２ １９９ 

１０月  ２４  ４３ ２２１.５ 

１１月  ２４  ４２ １９６ 

１２月  ２１  ４３ １８９ 

１月  ２２  ４４ １９５.５ 

２月  ２１  ４３ １９３.５ 

３月  ２２  ４１ １９６.５ 

合計 ２７７ ５０１ ２,３５６ 



（４）ヘルパー定例会（研修）実施状況 

 ▽サービスの質の向上と社協職員としての資質の向上を目的に実施する。 

開催日 内  容 参加者数 

９月１９日 感染症に対する研修 １１ 

１２月１９日 介護技術向上研修、感染症対策訓練  ９ 

３月２１日 
雇用更新、ヒヤリハット報告について、BCP（業務継続計画）

研修・訓練 
 ８ 

 

障害福祉サービス事業 

障害福祉サービス事業（１３，８８０，２０３円） 

▽障がい者（児）へのホームヘルプサービス 

  ①居宅介護事業   障がい者の居宅において、身体介護や家事援助、生活上の相談を行うほか、

通院時に必要な介助を行う。 

  ②重度訪問介護事業 重度の肢体不自由者で、常時介護を必要とする人の身体介護や家事援助、移

動の介護、見守り等生活全般を支援する。 

  ③同行援護事業   視覚障がい者の外出に同行し、移動に必要な情報を提供するとともに、移動

の援護等を行う。 

（１）主な収支状況 

 居宅介護給付費収入              ９，２１３，０３８円〈収〉 

 重度訪問介護給付費収入              ５０４，７８６円〈収〉 

 同行援護給付費収入              ４，０６６，１８９円〈収〉 

 利用者負担金                   １９０，００５円〈収〉 

 ヘルパー人件費                ８，４５７，６６９円〈支〉 

 事務所使用料                   ２９２，７３２円〈支〉 

 広報・啓発費用                   ５６，８８３円〈支〉 

 障害福祉システム利用料              １３２，０００円〈支〉 

 その他事業所運営にかかる事業費・事務費      ２１１，８４６円〈支〉 

 地域福祉推進事業（法人運営事業）に繰出    ２，４００，０００円〈支〉 

 訪問介護事業に繰出              ２，３２９，０７３円〈支〉 

（２）サービス提供状況 

 
活動

者数 

利用

者数 

身体介護 

（時間） 

家事援助 

（時間） 

通院介助 

（時間） 
重度訪問

介護 

（時間） 

同行援護 

（時間） 

※介護を 

伴わない 

※介護を 

伴わない 

※介護を 

伴う 

４月  ２１  ２７  ０ ２８４  ７.５  ４  １４   １０２ 

５月  ２０  ２６  ０ ２７２.５  ６  ３.５  １２    ８８ 

６月  ２１  ２６ ２１ ２３１.５  ４.５  ０  １６    ９５ 

７月  ２１  ２４ ２５ ２４４.５  ６  ０  ２５    ９１ 

８月  １９  ２６ ３１.５ ２４９.５  ６.５  ５.５  １７    ７２ 

９月  ２０  ２９ ２９.５ ２７７  ７  ９  １９   １０７ 

１０月  ２０  ３２ ３２ ２８４.５  ７  ３  ２７    ８８.５ 

１１月  ２０  ３１ ２８.５ ２８２.５  ６.５  ２.５  １８   １０４ 

１２月  １９  ３２ ２５.５ ２５４  ９  ０  ２５.５   １０６.５ 



１月  ２１  ２９ ２７ ２６２  ６  ０  １０    ８６.５ 

２月  １９  ２９ ２５.５ ２４２.５  ３  ２.５   ８    ８９ 

３月  １９  ３０ ２６.５ ２８１  ３.５  １  １０    ９８ 

合計 ２４０ ３４１ ２７２ ３,１６５.５ ７２.５ ３１ ２０１.５ １,１２７.５ 

 

移動支援事業 

移動支援事業（１，１５２，８７４円） 

▽移動支援事業の受託 

  障がい者（児）が安心して社会活動に参加できるよう移動支援サービスを提供する。 

（１）主な収支状況 

 市受託金                   １，１７１，８１５円〈収〉 

 利用者負担金                    ２２，５８５円〈収〉 

 ヘルパー人件費                  ７４９，１５６円〈支〉 

 障がい者（児）の外出援助のための事業費・事務費  ３５３，７１８円〈支〉 

 地域福祉推進事業（法人運営事業）に繰出       ５０，０００円〈支〉 

（２）サービス提供状況 

 
活動 

者数 

利用 

者数 

移動支援単独保障型 

（時間） 

移動支援単独補助型 

（時間） 

移動支援単独介護型 

（時間） 

４月  ７  ６ ２３.５ ７.５ １１ 

５月  ７  ６ ２４ ８ １２ 

６月  ８  ６ ２２ ８ １０.５ 

７月  ７  ６ ３０ ７  ７.５ 

８月  ６  ５ ２２.５ ５ １２ 

９月  ５  ６ ２４ ６  ９.５ 

１０月  ５  ６ ２７ ６ １１.５ 

１１月  ６  ６ ２５.５ ６.５ １０.５ 

１２月  ７  ７ ２３ ７.５ １３.５ 

１月  ４  ５ ２５.５ ７ １０.５ 

２月  ６  ５ １９.５ ４.５ １０ 

３月  ６  ６ ２３ ８ １２.５ 

合計 ７４ ７０ ２８９.５ ８１ １３１ 

 

包括的支援事業 

包括的支援事業（７７，０２７，４５４円） 

▽地域の高齢者等の心身の健康保持及び生活の安定のために必要な援助を行い、地域の保健医療の向

上及び福祉の増進を包括的に支援する。 

▽地域包括支援センター（南圏域）に保健師・社会福祉士・主任ケアマネジャー等を配置し、それぞ

れが連携を図ることにより、地域で暮らす高齢者の介護・福祉・健康・医療など様々な悩み・疑問・

相談ごとに総合的に対応する。 

（１）主な収支状況 

 市受託金                      ７０，４７０，０００円〈収〉 

 介護予防支援事業から繰入               ６，３８７，４５４円〈収〉 

 一般職員、嘱託職員人件費              ５３，７２９，３４９円〈支〉 



 かしはら街の介護相談室委託費            １８，０００，０００円〈支〉 

 地域包括支援センターシステム保守料等           ９９６，４６０円〈支〉 

 事務所使用料                     １，１７０，９２７円〈支〉 

 広報・啓発費用                      ２２７，５３５円〈支〉 

 弁護士法律相談費用                    １０４，９００円〈支〉 

 地域包括支援センター受託（南圏域）に伴う体制整備費用 １，１１２，１００円〈支〉 

 その他地域包括支援センター運営にかかる事業費・事務費 １，６８６，１８３円〈支〉 

 ※市受託金のうち人件費にかかる精算については、協議のうえ返金が必要となる場合は、令和７年

度市受託金から返金する。 

（２）総合相談支援業務 

 ▽地域における高齢者の総合相談窓口として、かしはら街の介護相談室との連携を図り、２４時間

３６５日相談が可能な体制を整備し、対応する。 

 相談状況 

区  分 件数 

介護保険 １,２１１ 

認知症 １,０７５ 

虐待 ２２８ 

病気 ４２ 

医療 ９０ 

家族 １３ 

権利擁護 ４９ 

生活資金 １１ 

介護予防 ８ 

日常生活 １７１ 

ケアマネ支援 １２ 

その他 ２０ 

合  計 ２,９３０ 

  ※認知症の件数には、後述の認知症地域支援推進員と認知症初期集中支援チームの相談件数を含

む。 

 ▽高齢期を安心して過ごすための相談支援体制を構築するため、地域住民を対象に地域の課題やニ

ーズに合わせた教室を開催する。 

 地域の教室実施状況 

開催日 内  容 対象者 参加者数 

７月１２日 
地域包括支援センター南エリア及びかし

はら街の介護相談室の周知・啓発 他 
橿原団地住民   ４ 

１１月１６日 口腔ケアから始める健康づくり 他 
橿原団地住民 

「おしゃべり会」参加者 
 ２８ 

１２月１３日 地域の高齢者の相談状況について 他 
金橋地区民生委員・児童

委員 
 １７ 

１月８日 
「認知症講座」～知って・学んで・生か

すことができるように～ 
白橿中学校区住民  ７６ 

合  計 １２５ 



 ▽かしはら街の介護相談室との情報共有や連携を図り、総合相談支援業務等の円滑かつ効率的な対

応に取り組む。 

 かしはら街の介護相談室（南圏域）（令和６年４月～９月） 

小学校区 事業者名 小学校区 事業者名 

鴨公 大和三山 （旧）白橿南 桃寿園 

香久山 香久山インパレス （旧）白橿北 ぽれぽれケアセンター白橿 

畝傍東 大和三山 金橋 かなはし苑 

畝傍南 橿原園 新沢 西井クリニック 

畝傍北 あすならホーム畝傍 

 かしはら街の介護相談室（南圏域）（令和６年１０月～令和７年３月） 

中学校区 事業者名 中学校区 事業者名 

八木（南） 香久山インパレス 白橿 桃寿園 

畝傍 あすならホーム畝傍 光陽 西井クリニック 

 ▽かしはら街の介護相談室事業評価に係る調査の実施 

   対象 かしはら街の介護相談室を受託する４法人 

   期間 ２月１８日、２月２０日 

 ▽地域包括ケアシステムの実現を目指し、研修会の開催や情報の共有などの連携を図るため、ブラ

ンチ連絡会を開催する。 

 ブランチ連絡会実施状況 

開催日 内  容 参加者数 

４月１６日 令和６年度の業務について 他 ３６ 

１０月１５日 新体制での業務実施について ２６ 

合  計 ６２ 

（３）権利擁護業務 

 ▽成年後見制度の利用促進のため、橿原市権利擁護支援地域連携ネットワークの中核機関として、

相談対応や、必要に応じ後見人等候補者の調整などを行う。また、橿原市や関係機関との連携を

密にし、高齢者虐待の早期発見と早期対応を行うことで高齢者虐待の防止を図る。 

 相談状況 

 虐待 権利擁護 合計 

延対応件数 ２２８ ４９ ２７７ 

実人数  １８ ２３  ４１ 

  ※延対応件数は、前述の総合相談支援業務の相談状況の件数を再掲 

 ▽支援困難事案の情報を共有し解決に向けた検討や、高齢者虐待事案に対する判定を目的に会議を

開催する。 

 支援困難ケース検討会議・高齢者虐待判定会議実施状況 

名  称 回数 

支援困難ケース検討会議・高齢者虐待判定会議 １２ 

（４）包括的・継続的ケアマネジメント支援業務 

 ▽包括的・継続的な支援体制の構築や地域におけるケアマネジャーのネットワークの構築を行う。

また、地域のケアマネジャーが抱える支援困難事案等への相談支援・助言を行う。 



 ▽居宅介護支援事業所のケアマネジャーを対象に研修会を実施する。 

 ケアマネジャー支援研修会実施状況 

開催日 内  容 参加者数 

６月２０日 

内容 認知症の理解と支援～ケアマネジメントで大切なこと～ 

講師 社会医療法人平和会 地域包括ケア推進事業部 

 奈良市認知症地域支援推進員 三原
み は ら

由紀
ゆ き

 氏 

 ７８ 

１２月１７日 

内容 生活の幅を広げるためのおむつの選び方 

～排泄について考えよう～ 

講師 ユニ・チャーム株式会社 営業本部 黒田
く ろ だ

英明
ひであき

 氏 

 ３８ 

合  計 １１６ 

（５）在宅医療・介護連携推進事業 

 ▽医療機関や介護サービス事業者などの関係者との連携を図り、在宅医療と介護サービスを一体的

に提供するため、橿原市と協働して地域の医療・介護サービス資源の把握や地域住民への普及啓

発に努める。 

 ▽専門職のスキル向上や地域の専門職間のネットワークづくりを目的に、中学校区域で「多職種交

流勉強会」を開催（参加）する。 

 多職種交流勉強会実施状況 

名  称 回数 延参加者数 備  考 

多職種交流勉強会 
１ ４８ 地域包括支援センター開催 

４ ７５ かしはら街の介護相談室開催 

（６）生活支援体制整備事業（第２層） 

 ▽生活支援等サービスの提供体制の構築に向けて、日常生活圏域ごとに生活支援コーディネーター

を配置する。 

 ▽第１層の生活支援コーディネーターとの連携を図り、地域の現状や課題を地域住民や関係団体等

と共有するとともに、解決に向けた話し合いのため、日常生活圏域で「生活支援地域ケア会議」

を開催する。 

 生活支援地域ケア会議実施状況 

名  称 回数 延参加者数 

生活支援地域ケア会議 ８ １１４ 

 ▽地域課題等を整理した町アセスメントシートを作成し、地域住民や関係団体等と共有する。また、

高齢者にとって日常生活に役立つ地域資源に関する情報を整理したリストやマップを作成・更新

し、地域住民への周知や活用促進を図る。 

   ・買い物支援サービス実施店 

   ・高齢者の地域の居場所 

   ・訪問理美容店舗 

（７）地域ケア会議 

 ▽専門職等がケアマネジメントのプロセスに関与し、多職種において課題及び背景・原因の分析を

より深め、要支援者等の自立支援の検討のため、市全域で「自立支援地域ケア会議」を開催する。 

 ▽ケアマネジャーや地域住民等から報告される個別の支援困難事案の解決に向けた検討や、地域の

支援体制の構築のため、「個別レベル地域ケア会議」を開催する。 



 地域ケア会議実施状況 

名  称 回数 検討件数 

自立支援地域ケア会議 ２ ４ 

個別レベル地域ケア会議 ４ ４ 

 

認知症総合支援事業（４，１５４，８４５円） 

（１）主な収支状況 

 市受託金                   ４，０００，０００円〈収〉 

 介護予防支援事業から繰入             １５４，８４５円〈収〉 

 嘱託職員人件費                ３，５５８，９６７円〈支〉 

 地域包括支援センターシステム保守料等        ９０，５８７円〈支〉 

 事務所使用料                   １４６，３６６円〈支〉 

 その他認知症関係事業費              ３５８，９２５円〈支〉 

（２）認知症地域支援推進員の配置 

 ▽地域包括支援センターに認知症地域支援推進員(認知症の専門相談員)を配置し、認知症疾患医療

センターやかかりつけ医と連携することで、医療と介護の切れ目のないサービスを提供するとと

もに、地域ケアに対する専門的な支援を行う。 

   相談件数 ９８７件（実人数７５名） 

 ▽認知症に関する啓発活動を実施する。 

 実施状況 

実施期間等 内  容 場所 

９月１日～２９日 認知症に関する図書の展示 橿原市立図書館 

９月２１日 
世界アルツハイマーデーに認知症に関するチラシを

配布 
近鉄大和八木駅前 

１０月 認知症便利帳の発行（５,０００部） ― 

（３）認知症初期集中支援チームの設置 

 ▽認知症の早期診断・早期対応を促進するため、複数の専門職で構成する認知症初期集中支援チー

ムを設置する。認知症初期集中支援チーム医と連携し、適切な支援につながっていない認知症の

人やその家族への早期診断・早期対応に向けた支援を行う。 

   相談件数 ０件（実人数０名） 

 認知症初期集中支援チーム員会議実施状況 

名  称 回数 検討件数 

認知症初期集中支援チーム員会議 ０ ０ 

（４）地域住民対象の講座の開催 

 ▽認知症の人やその家族を地域で見守り、支援するため、講座を開催する。 

 地域住民対象の講座開催状況 

開催日 内  容 

１０月１９日 
市民公開講座（主催 一般社団法人橿原地区医師会） 

 テーマ 医療と介護の連携 認知症になっても安心して暮らせるように 



（５）オレンジカフェの開催 

 ▽認知症の人やその家族が集まって、悩みを話したり、介護の情報を得たりする交流の場として「オ

レンジカフェ（認知症カフェ）」を開催する。 

 オレンジカフェ開催状況 

名称 回数 延参加者数 開催日時 

オレンジカフェ １２ １５９ 第３水曜日 午後１時３０分～午後３時３０分 

 

介護予防支援事業 

介護予防支援事業（１３，８９５，６３６円） 

▽指定介護予防支援 

  要支援者が、介護予防サービス等の適切な利用を行うことができるよう、介護予防サービス・支

援計画を作成するとともに、その計画に基づく介護予防サービスの提供が確保されるよう、関係機

関との連絡調整などを行う。また、公正中立なケアマネジメントの確保や平時から医療機関との連

携に努める。 

▽第一号介護予防支援 

  要支援者や近い将来要支援・要介護状態となるおそれのある高齢者が、介護予防及び生活支援を

目的に、心身の状況等に応じて適切な事業が提供されるよう、介護予防ケアマネジメントを作成す

るとともに、その計画に基づくサービスの提供が確保されるよう、関係機関との連絡調整などを行

う。 

（１）主な収支状況 

 介護保険収入                  ６，１７９，０２０円〈収〉 

 総合事業収入                  ４，３３４，７７６円〈収〉 

 社会福祉事業（地域福祉活動支援事業）から繰入 １２，２２９，２２０円〈収〉 

 一般職員、嘱託職員人件費            ５，９８４，８８３円〈支〉 

 介護予防支援システム保守料等            ２７１，７６１円〈支〉 

 事務所使用料                    ２９２，７３２円〈支〉 

 弁護士法律相談費用                 １０４，９００円〈支〉 

 その他事業所運営にかかる事業費・事務費       ６９９，０６１円〈支〉 

 包括的支援事業に繰出              ６，３８７，４５４円〈支〉 

 認知症総合支援事業に繰出              １５４，８４５円〈支〉 

（２）実施状況 

 委託契約事業所件数 ５６件（令和７年３月３１日現在） 

 介護予防サービス・支援計画作成給付管理実施状況 

 
地域包括支援センター 委託事業所 

合計 
新規 継続 計 新規 継続 計 

４月 ０ １７ １７ １５ ５４７ ５６２ ５７９ 

５月 ４ １９ ２３ ７ ５５９ ５６６ ５８９ 

６月 ６ ２２ ２８ １７ ５６６ ５８３ ６１１ 

７月 ７ ３１ ３８ １０ ５６７ ５７７ ６１５ 

８月 ４ ３９ ４３ １２ ５４５ ５５７ ６００ 

９月 ６ ５９ ６５ １２ ５３２ ５４４ ６０９ 



１０月 ５ ７９ ８４ ８ ５３０ ５３８ ６２２ 

１１月 ４ ８９ ９３ １５ ５１０ ５２５ ６１８ 

１２月 ７ ９８ １０５ ７ ５１３ ５２０ ６２５ 

１月 ９ １０１ １１０ ８ ５０２ ５１０ ６２０ 

２月 ８ １１８ １２６ １２ ４８４ ４９６ ６２２ 

３月 ８ １２３ １３１ ９ ４９５ ５０４ ６３５ 

合計 ６８ ７９５ ８６３ １３２ ６,３５０ ６,４８２ ７,３４５ 

 介護予防ケアマネジメント A作成給付管理実施状況 

 地域包括支援センター 委託事業所 
合計 

新規 継続 計 新規 継続 計 

４月 ０ １７ １７ １９ ３１３ ３３２ ３４９ 

５月 ２ １６ １８ ６ ３２２ ３２８ ３４６ 

６月 ８ ２１ ２９ １４ ３１８ ３３２ ３６１ 

７月 ３ ２７ ３０ ８ ３１８ ３２６ ３５６ 

８月 ４ ３３ ３７ １０ ３１９ ３２９ ３６６ 

９月 ２ ４９ ５１ １０ ３１８ ３２８ ３７９ 

１０月 ６ ５４ ６０ １３ ３０９ ３２２ ３８２ 

１１月 ６ ５７ ６３ ７ ３１５ ３２２ ３８５ 

１２月 ４ ６１ ６５ ８ ３０１ ３０９ ３７４ 

１月 １０ ６０ ７０ ４ ３００ ３０４ ３７４ 

２月 ６ ７３ ７９ ５ ２９４ ２９９ ３７８ 

３月 ２ ７１ ７３ ４ ２９０ ２９４ ３６７ 

合計 ５３ ５３９ ５９２ １０８ ３,７１７ ３,８２５ ４,４１７ 

 介護予防ケアマネジメント B作成給付管理実施状況 

 地域包括支援センター 委託事業所 
合計 

新規 継続 計 新規 継続 計 

４月 ０ ５ ５ ０ ５ ５ １０ 

５月 ０ ５ ５ ０ ３ ３ ８ 

６月 ０ ５ ５ ０ ４ ４ ９ 

７月 ０ ５ ５ １ ４ ５ １０ 

８月 １ ５ ６ ０ ４ ４ １０ 

９月 １ ６ ７ ０ ４ ４ １１ 

１０月 ０ ７ ７ １ ３ ４ １１ 

１１月 ０ ７ ７ ０ ３ ３ １０ 

１２月 ２ ７ ９ １ ３ ４ １３ 

１月 ０ ９ ９ ０ ５ ５ １４ 

２月 ０ ９ ９ ０ ３ ３ １２ 

３月 ０ ９ ９ ０ ４ ４ １３ 

合計 ４ ７９ ８３ ３ ４５ ４８ １３１ 

 

（注釈） 

サービス区分名 

事業名（決算額） 

 決算額には、拠点区分資金収支明細書（別紙３（⑩））における当該事業の事業活動による収支、施

設整備等による収支、その他の活動による収支のそれぞれの支出額の内部取引消去前の合計額を記載 

 〈収〉は収入 

 〈支〉は支出 


